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今日のイギリスの小売商業構造の変遷
真部和義
1 はじめに
日本では， 1985年の「商業統計」において．小売業の店舗数の減少がは
じめて確認されて以来，現在でも減少傾向は続いている。一方，イギリス
の小売業の店舗数は戦後間もなくから減少し， 1980年代に入ってその程度
は弱まったとはいえ，減少傾向に変わりはない(I)。
日本では，戦前においては第 1次百貨店法，戦後においては第 2次百貨
店法，大規模小売店舗法（正式名称．大規模小売店舗における小売業の事
業活動の調整に関する法律）などのように商業調整を直接の目的とするよ
うな法律にもとづいて大型店の出店が規制される，いわば流通の内的活動
面への介入がとられてきた。一方，イギリスでは，小売商業政策は主に都
市政策の枠内で講じられるといったように．いわば流通の外的形式面へ介
入がなされてきた(2)0
1) 1961年から1982年までのイギリスの小売業の店舗数の推移については，糸園辰雄
「イギリスの中小小売商業」『西南学院大学商学論集j第32巻第 1号， 1985年6月，
2ページを参照されたい。
2) このように，資本の運動への関与の仕方に着目した国家の流通への介入の形態の
分類については，加藤義忠「現代流通経済の基礎理論j同文舘， 1986年6月， 165-
171ページを参照されたい。なお，ドイツもイギリスと同様，流通の外的形式面への
介入として分類できるが，両国の小売業の1950年代以降の変動に類似点があること
が指摘されている。詳しくは，横森豊雄「西ドイツおよびイギリスの小売商業と大
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さらに両国においては1980年代以降，それぞれ中曽根・サッチャー両政
権のもと規制緩和が展開された。その結果，小売業部門についていえば，
H本では店舗数が大幅に減少し，イギリスでは小売業各グループの集中度
が高まった。
以下では，都市政策の枠内から，いわば流通の外的形式面への介入を行
なっているイギリスの小売商業構造について， 1980年代以降とりわけサッ
チャー政権期に焦点を当て検討する。そこでまず， 1980年代以降の小売商
業構造の変遷について，企業数，店舗数，売上高などの指標を用いて分析
する。つぎに， 1980年代についてたぴたび指摘される小売業各部門の上位
集中傾向を，グロサリー（食料品雑貨店）部門を例にとって概観し，その
要因をさぐってみることにする。
2 今日のイギリスの小売商業構造変遷の概観
戦後のイギリスにおける小売商業にかんする統計調査は， 1951年から
1971年までは「流通センサス」 (Censusof Distribution), 1976年以降はサ
ンプル調査である「小売業調査」 (RetailInquiry)によって行われている。
また，その後も調査方法に若干の変更が加えられている。つまり，これら
の統計は，統計カバリッジのちがいもあって連続性をもたず，単純比較す
ることは困難である（3)。とはいえ，同国における小売商業構造の変化を大ま
かにつかむうえでは有効であろう。したがって，ここでは，上記統計に基
型1占規制」流通産業研究所『RIRI流通産業』第16巻第3号， 1984年3月を参照され
たし‘°
3)「概して，イギリスの分類は粗雑であ l)，糸Ilかな調整を行うことは困難である」（青
木幸弘「国際比較のための基礎資料」田島義博•宮下正房編『流通の国際比較』有
斐閣， 1985年5月， 20ページ）といわれているように，時系列的にも比較は厳密さ
を欠くものとならざるをえない。
なお，「小売業調査」はVAT(value-added tax :付加価値税）登録企業に碁礎
をおいているので，推定 3万の小規模な企業がそこでは除外されている。
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本的に依拠してまとめられた CentralStatistical Office（以下では， CSO
とよぷ）のAnnual Abstract of Statistics各年版と EUROSTATの
RETAILING IN THE EUROPEAN SINGLE MARKET 1993を利用
する(4)。それではまず， 1980年代以降の企業数，店舗数の推移についてみて
みよう。
(1)企業数，店舗数の推移
①企業数，店舗数の推移
まず，表 1から企業数，店舗数の推移をみてみると， 1980年には，企業
数で25万6,139社，店舗数で36万8,253店あったものが， 1984年には，それ
ぞれ24万6,931社， 34万9,728店， 1988年には， 23万7,832社， 33万8,248店
表 1 イギリスにおける小売業の企業数、店舗数の推
移 (1980-1992年）
年 企業数 店舗数 店舗数 名§GDP実質GDP
増減率％ 成長率％ 成長率％
1980 256,139 368,253 
1982 248,950 356,590 
1984 246,931 349,728 
1986 244,006 343,387 
1987 240,853 345,467 0.6 10.0 4.8 
1988 237,832 338,248 △2.1 11.3 5.0 
1989 242,356 350,015 3.5 9.4 2.2 
1990 241,704 348,920 △0.3 6.8 〇.4 
1991 232,045 342,321 △1.9 4.4 △2.0 
1992 219,131 318,751 △6.9 3.8 △0.5 
（出所） CentralStatistical Office, Annual Abstract 。ifStatistics, HMSO各年、 EUROSTAT,
RETAILING IN THE EUROPEAN SIN-
CLE MARKET 1993およびOECDECO-
NOMIC OUTLOOKより作成。
4)以下の議論は，とくに断りがないかぎり． EUROSTATのRETAILING IN 
THE EUROPEAN SINGLE MARKET 1993のデータにもとづいて展開する。
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へと減少し， 1992年には． 21万9,131社， 31万8,751店となっている(5)。1980
年代前半までは，戦後の店舗数滅少傾向がそのまま持続したことと．第 2
次石油ショックの影響が多少残ったこと， 1980年代末およぴ1990年代初頭
については，景気低迷による影響も多少は考えられるが，このことについ
ては後述するように． とりわけ1980年代後半以降に活発化した政府による
大型店開発促進政策．大規模小売業グループによるM&Aの増加などと大
いに関係があろう。
以上のデータから． 1980年代以降．企業数，店舗数が増加している年が
あるものの．企業数・店舗数ともに傾向的には減少しているということが
できる (6)0
②業態別店舗数の推移
イギリスの小売業の業態には，他の先進資本主義諸国と同様，さまざま
なものがある。表2は，イギリスの大手小売業の主要な小売業態を示した
ものであるが，そこでの各業態の定義はイギリスにおけるものであって，
名称は同じでも，国によって異なるものもあることに注意しなければなら
5) csoの「国民経済計算」 (NationalAccounts)によると，イギリスの流通業が全
体に占める比率は30％弱で，小売業は15％程度となっている。これらの比率はこの
10年ほどの間に低下している。
単純比較することは困難であるが，念のため1950年代以降の数字を確認しておく
と，店舗数は1950年58ガ3,132店， 1961年54ガ2,301店， 1971年50万9,883店， 1976年
39万512店となっており，企業数は1971年36万8,287店， 1976年26万2,029店となって
おり， 1980年代以降のものとは比較にならないほど，この時期における企業数・店
舗数の減少数・率は蒋しい (1971年以前の企業数については前記の統計からは入手
できない）。なお， 1971年の数字は， 1976年からの「小売業調査」における調査法に
したがって調整したものである。「流通センサス」では，店舗数は47万2,991店とな
っている。
6)これらのデータは参入・退出の結果を示したものであるが，イギリスでは，「VAT
申告書」 (VATreturns)へ登録および登録抹消している小売業の数は，毎年およそ
3万5,000（全体のおよそ15%）にのぼっている。
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ない(7)。
表2にあるマルティプルは，イギリス独自の分類であるといってよい。
これは，小売業を店舗数にしたがって分類したものであり， 2店舗以上を
有する小売業はすべてマルティプル (Multiples)とよばれる。このうち，
9店舗までの小売業をスモール・マルティプル (SmallMultiple), 10店舗
以上を有する小売業をラージ・マルティプル (LargeMultiple) とよんで
いる。これらは店舗数にもとづいた分類であるために，そこから小売業の
規模を確認することはできない。したがって，一概にラージ・マルテイプ
ルを大規模小売業，スモール・マルティプルを中小小売業としてかたづけ
るわけにはいかない。しかしながら，大手小売業がたいていラージ・マル
表 2 イギリスの大手小売業の主要な小売業態
大手の小売業態 定義
スーパーマーケット た場面積5,000ft'(465m')以上10,000ft'(930m')未満のグロサ
リーストア（食料品雑1'i:）,i)
ラージストア 、た場面積10,000fぜ以」.25,000ft'(2, 325m')未満の店
スーパーストア 光場面積25,000ft'以」—.50,000ft'(4, 625m'）未満のグロサリース
トア
ハイパーマーケット 売場面積50,000ft'以上のスーパーストア
百貨店 売場面梢25,OOOft2以上で、 j:．として非食料品を 5つ以上の部門
で販売するもの。従業員25人以J・.
バラエティストア 売場面梢15,OOOft2 (1, 395m'）以J-．で、衣料品や食料品などを低
価格で売る店。 BritishHome Stores、Marks& Spencer、
Littlewoodsなど
マルティプル 2店舗以上を有する小売業者
（注） 」・記のH貨店やバラエティストアなどの大規模ないし 1~|l 小規模の多様な 1iti品を
取り扱う小売業と一般通信販売業を複合小売業 (MixedRetail Business)とい
う。なお、表 4のなかでは、各種商品として分類されている。
（出所）保田芳昭『国際化時代の流通政策』ミネルヴァ：,1f房、 1993年6月、 222ページよ
り作成。
7)たとえば，フランスではスーパーマーケットは光場面積400-2,500m', ハイパー
マーケットは売場面積2,500m'以上となっており，規模でみた場合，前者はイギリス
のスーパーマーケット，ラージストアをふくみ，後者はイギリスのスーパーストア，
ハイパーマーケットに相当する (lm2＝約10.76fザで計算）。また，バラエティスト
アはフランスの大衆百貨店 (magasinpopulaire) に相当する。
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ティプルに分類されていることからしても，便宜上そう考えることに大き
な問題はないといってよく，表2にあるスーパーストアやハイパーマーケ
ットなどの小売業態は，ラージ・マルティプルに分類される大手小売業に
よってとられているものであるといえる。ところが，イギリスにはマルテ
ィプルについてのものを除いて，このような業態別の店舗数にかんして信
頼できる政府筋のデータは存在しない。それ故，ここでは前記統計にした
がい，イギリスの小売業をマルティプルと単独小売店 (Single outlet 
retailers : 1店舗の小売業）とに分けて，その店舗数の変化をみてみること
にしよう（表3参照）。
表 3 業態別店舗数の推移 (1980-1992年）
単独小売店 マルティプル 生活協同組合
(Single outlet (Small (Large (Cooperative 
年 retailers) multiple multiple societies) 
retailers) retailers) 
1980 
1982 220,219 73,163 63,208 6,653 
1984 218,700 70,235 60,793 5,569 
1986 217,247 65,783 60,356 4,859 
1987 213,378 69,384 62,706 4,691 
1988 212,711 61,637 63,900 4,270 
1989 215,736 67,760 66,520 4,207 
1990 215,456 65,445 68,019 4,085 
1991 205,641 65,574 71,107 3,979 
1992 196,104 57,806 64,841 3,583 
（注） Smallmultiple retailersとは、 2-9店舗を有する小売業者をさし、
Large multiple retailersとは10店舗以上を有する小売業者をさす。
（出所） CentralStatistical Office, Annual Abstract of Statistics, HMSO 
各年およびEUROSTAT, RETAILING IN THE EUROPEAN 
SINGLE MARKET 1993より作成。
表3から，単独小売店．スモール・マルテイプルの店舗数はともに減少
傾向にあるといってよい(8)。1982年から1992年にかけての10年間で，前者は
8)単独小売店とスモール・マルテイプルをあわせて独立小売商 (Independents) と
よぷ。ラージ・マルティプルを便宜上，大規模小売業とみるならば，独立小売商を
中小零細小売業とみなすことに異論はないように思われる。
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22万219店から19万6,104店へ，後者は 7万3,163店から 5万7,806店へと減
少している。後者の減少率は前者のそれよりも大きい。他方，ラージ・マ
ルティプルは1980年代前半には減少していたが， 1987年以降上昇に転じ，
大幅な減少を経験することになる1992年までは一貫して上昇傾向にあっ
た。 1982年には 6万3,208店であったのが， 1992年には6万4,841店となっ
ており，この期間ではむしろ横ばいであるものの， 1991年には 7万1,107店
を記録しており，その時点まででは10％を超える増加 (12.5％増）である。
このようなラージ・マルティプルの店舗数の顕著な増加は，後述するよう
に大手小売業による新規出店数の増加によるところが大きいとみられる。
ところで，この時期の単独小売店，スモール・マルテイプルの店舗数の
減少率は，それ以前の1960年代， 1970年代に比べ小さくなっているが，こ
のことはこれら中小零細小売業の積極的な対応ともかかわっている。彼ら
のなかには，健康食品専門店や惣菜専門店へ転換しているもの，さらにコ
ンピニエンスストアヘ転換したものなどがある(9)。このような動きは彼ら
の生き残りのためにも，また店舗数のマイナスを抑制するうえでも大きく
貢献しているといえよう。
なお，企業数でみた場合， 1989年には単独小売店で店舗数と同数の21万
5,376, スモール・マルティプルで2万5,736, ラージ・マルテイプルで894
となっている。ラージ・マルティプルを10-99店舗， 100-499の店舗， 500
以上の店舗の 3つにより細かく分類すれば，企業数はそれぞれ765,103, 
26となっている。
9)横森豊雄「イギリスの小売業の発展と大型店規制政策の推移」『専修商学論集』第
53号， 1992年2月， 50ページ。健康食品店は，最近の消費者の健康志向の高まりと
ともに， 1980年の約1,000店から1987年の約1,500店へとおよそ50％増加している。
惣菜専門店は4,000店ほど，コンピニエンスストアは3,230店ほどある。後者のうち
5分の 4近くが，伝統的な食料品店から転換したポランタリーチェーンの加盟店で
あり，セプンイレプンなどのフランチャイジーは10％程度しかない（同上論文， 50
ペー ジ， 54ペー ジ）。
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以上， 1980年以降の業態別店舗数の推移と1989年の企業数についてみて
きた。単独小売店の企業数，店舗数は絶対数では減少している。しかしな
がら，単独小売店が全体に占める比率は店舗数，企業数ともこの10年でほ
とんど変化をみせていない。前者は6割強，後者は9割弱となっており，
そこでは，イギリスの小売業部門が数量的には今なお小企業によって占め
られているということが示されている。
最後に，生活協同組合 (Cooperativesocieties.以下では，生協とよぶ）
の店舗数の推移についてみてみよう。最初の生協店舗は， 1844年にこの国
で開かれた。「イギリスの生活協同組合は，一国全体の小売流通のなかの重
要な構成要索を形成したという点ではもっとも成功した事例である」 (10)と
いわれているが，この国の生協も，今ではその地位をいちじるしく後退さ
せている。店舗数は戦後まもなくは増加したものの， 1970年代末に 1万店
を割り，その後は一貫して減少傾向をつづけ， 1992年には3,583店となって
いる。また，組織数は1991年現在で69（店舗数3,979)ある。最近の小売
業店舗の大型化傾向のなかで，生協もその動きに追随しているけれども
(1980年代後半において， 4,000平方フィート以下と控えめな規模ではあ
っても，この10年で乎均的な店舗規模は2倍になっている），生協の地位の
絶対的かつ相対的低下がおこっているという事実は否めない。
③業種別店舗数の推移
業種別店舗数についてみた場合，食料品小売業店舗数の減少がもっとも
顕著である（表4)。この結果は，食料品小売業に零細なものが多くふくま
れていることとも大きくかかわっている。このような傾向は，小売業店舗
10) ジョン・ペンソン．ギャレス・ショー編．前田重朗．辰馬信男，薄井和夫．木立
真直訳『小売システムの歴史的発展』中央大学出版部， 1996年5月， 165ページ(John
Benson and Gareth Shaw (eds.), The Evolution of Retail Systems, clB00-1914, 
Leicester University Press, 1992, p.107)。
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表4 業種別店舗数の推移 (1980-1992年）
食料品 飲料 衣服・ 家庭 その他 各種
・菓子 靴・ 用品 の非食 尚品
・煙草 皮製品 料品
1980 121,600 56,375 61,489 64,697 48,224 10,006 
1982 114,481 56,462 58,044 62,050 48,160 11,292 
1984 105,953 56,499 58,552 60,104 50,858 11,231 
1986 99,751 56,480 59,286 60,676 50,915 10,395 
1987 98,016 59,810 58,380 60,406 52,473 11,363 
1988 87,758 60,877 57,768 63,795 52,944 9,402 
1989 90,075 61,641 58,538 69,599 52,543 11,542 
1990 85,085 60,584 60,236 68,880 56,993 11,451 
1991 82,572 61,528 56,571 67,987 54,033 13,145 
1992 78,606 57,999 51,319 62,648 52,214 11,097 
（注） StandardIndustrial Classification 1980にしたがって分類。
（出所）表3に同じ。
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数の減少傾向があらわれているどこの国でもみられるものである (II)。1980
年の食料品小売業の店舗数は12万1,600店であったが， 1989年を除いてはそ
の後一貫して減少し， 1992年には 7万8,606店と， 1980年に比べておよそ 4
万3,000店の減少となっている。表 1をみれば，同じ期間に，全小売業店舗
数が36万8,253店から31万8,751店へとおよそ 5万店減少しており，その滅
少の大半が食料品小売業のものであることがわかる。このことは， 1950年
からの傾向をみてもいえることである。
この時期，食料品小売業の店舗数の変化ほど一方的な傾向を示したもの
はない。以下では，各業種の店舗数の推移について簡単にみてみることに
11)食料品小売業の店舗数の減少傾向は， P. フォードが1935年に「小売商業の過剰
競争」のなかで示した「フォード効果 (Fordeffect)」で，ある程度は説明がつくで
あろう。それは「店舗密度は，所得水準従ってまた対小売店向け支出水準が上昇す
るほど大きくなり，生産性，特に店舗当たり売上規模が増大するはど小さくなる傾
向があるが，生活必需品を中心に扱う業種の場合は，店舗生産性の効果が支出水準
効果よりも強く現われて，店舗密度が低下し，奢1多的商品を中心に扱う業種では，
支出水準効果が強くあらわれて店舗密度が上昇する」（久保村隆祐・荒川祐吉編『商
業学』有斐閣， 1974年， 353ページ）というものである。
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しよう。飲料・菓子・煙草は1980年以降増加傾向にはあったが， 1992年で
比較すれば微増となっている。衣服・靴・皮製品は増加したり減少したり
しながら， 1990年には数の上では10年前に比べてそれほど大きな変化はみ
られなかったが， 1991年， 1992年の 2年で大きく減少し， 1980年に比較し
て10％を優に超える減少を記録している。家庭用品は1988年， 1989年に大
幅に増加したものの，その後減少し， 1992年は1980年に比べて若干の滅少
となっている。その他の非食料品は1990年までは基本的に増加傾向にあっ
たが，それ以降滅少している。とはいえ， 1980年に比べて 8％を超える増
加となっている。各種商品はこの時期，増減を繰り返しているが，減少数
に比べて増加数が大きく， 10％以上の増加となっている。賃貸・修理は増
えたり減ったりしながらも， 1991年には1980年に比べて10％増加したが，
1992年の減少幅が大きく (25％の大幅減），およそ17％の大幅な減少となっ
ている。
(2)売上高の推移
ここではまず，表5から売上高の推移についてみてみよう。売上高の推
表 5 小売業の売上高の推移
(1980-1992年）
年 売上高 売上高 消費者物価
(100万£) 成長率％ 上昇率％
1980 57,789 
1982 67,902 
1984 80,128 
1986 93,669 
1987 101,774 8.7 4.1 
1988 110,564 8.6 4.9 
1989 118,842 7.5 7.8 
1990 126,482 6.4 9.5 
1991 132,544 4.8 5.9 
1992 137,526 3.8 3.7 
（出所）表1に同じ。
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移には，顕著な変化があらわれている。すなわち，売上高は1950年からの
データもふくめ，名目では一貫して増加傾向にある。1980年には577億8,900
万UKポンドであったものが， 1992年には1,375億2,600万UKポンドと，
10年余りで2倍以上の増加となっている。とはいえ， 1989年からの経済成
長率の低下によって，それ以降の売上高の伸びは低迷し，実質ではマイナ
スを記録した年 (1989年， 1990年， 1991年）もある。小売業全体の店舗数
の減少にもかかわらず，名目売上高の増加傾向が生じているということか
ら，ー店舗あたりの売上高が増加していることは明らかであり，このこと
から店舗の大規模化や「生産」性の向上が進んでいることが推察できる。
以上のような推察は，後の分析から裏付けられることになろう。
つぎに，表6によって業態別売上高シェアの推移をみてみよう。ここで
は大きな特徴を指摘することができる。単独小売店の売上高シェアは減少
し，他方でラージ・マルティプルのそれは顕著な増加を示している。すな
わち，前者は1980年には32.2％であったのが， 1992年には25.3％へとおよ
そ7ポイント低下しているのにたいし，後者は1980年の53.7％から1992年
の63.9％へとおよそ10ポイント増加しているのである。前者のシェアの低
表6 業態別小売売上高シェアの推移 (1980-1992年）
単独小売店 マルティプル 生活協同組合
(Single outlet (Small (Large (Cooperative 
retailers) multiple multiple societies) 
retailers) retailers) 
1980 32.2 14.1 53.7 6.7 
1982 30.8 13.2 56.0 5.7 
1984 30.0 12.4 57.6 5.1 
1986 28.8 12.1 59.2 4.3 
1987 28.4 11.5 60.1 4.1 
1988 28.0 11.5 60.5 4.0 
1989 27.5 11. 7 60.8 4.0 
1990 27.2 11.6 61.2 3.8 
1991 25.8 11. 7 62.5 3.7 
1992 25.3 10.8 63.9 3.1 
（出所）表3に同じ。
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下と後者のそれの増加は， 1950年以降の一貫した傾向でもある。
また，表6から直接うかがい知ることはできないが， 800余りのラージ・
マルテイプルが61％の小売売上高シェア (1989年）を握っており，大規模
小売業への売上高の集中度は相当なものになっている。イギリス小売業に
おける売上高の集中度については，あとで詳細に述べる。
最後に，生協について若干ふれると，こちらは一貫してシェアを低下さ
せている。 1980年の6.7％から1992年には3.1％へと縮小しており，このこ
とからも1980年代をつうじての生協の地位の低下は明らかである。
(3)従業者数の推移
表7から，まず従業者数の推移をみてみよう (12)。従業者数は1980年代初
頭に大きく減少するが，以後とりわけ1980年代中葉から1990年まで概して
表7 小売業の従業者数の推
移 (1980-1992年）
年 従業者数
(1,000人）
1980 2,408 
1982 2,258 
1984 2,317 
1986 2,334 
1987 2,319 
1988 2,347 
1989 2,463 
1990 2,468 
1991 2,367 
1992 2,324 
（出所）表3に同じ。
12)イギリスにおいては，流通業の従業者数が全体に占める比率は20％にはおよばな
い。小売業だけにかぎっていうと，それは10％程度となっている。
今日のイギリスの小売商業構造の変遷
増加傾向をたどっている(13)0
(343) 87 
つぎに，表8から業態別従業者構成比の推移をみてみよう。売上高シェ
表8 業態別従業者構成比の推移 (1980-1992年）
単独小売店 マルティプル 生活協同組合
(Single outlet (Small (Large (Cooperative 
retailers) multiple multiple societies) 
retailers) retailers) 
1980 
1982 37.6 15.0 47.3 4.9 
1984 36.3 14.3 49.5 4.4 
1986 35.6 13.9 50.4 4.2 
1987 33.9 13.2 53.0 4.3 
1988 32.1 12.7 55.1 4.3 
1989 34.0 12.9 53.1 4.2 
1990 33.4 13.1 53.4 4.0 
1991 32.1 12.9 55.0 4.0 
1992 30.2 12.1 57.0 3.2 
（出所）表3に同じ。
アと同様従業者構成比においても単独小売店は低下し，ラージ・マルテ
イプルは増大するという傾向を示している。単独小売店の従業者構成比は，
1982年の37.6％から1992年の30.2％へと 7ポイント強低下しているのにた
いし，ラージ・マルテイプルのそれは同じ期間に47.3％から57.0％へと10
ポイントほど上昇している。これを1950年にさかのぼってみてみると，単
独小売店とスモール・マルティプルをあわせた独立小売商の従業者の構成
比は75.7％であったのにたいし，ラージ・マルテイプルのそれは16.8％で
13)従業員総数のうちパートタイム労働者（通常，週当たり労働時間が30時間以下の
労働者）が占める比率は， 1991年でおよそ45％となっている。このことは，イギリ
スの小売業において，女性労働者の比率が高くなっていることともかかわっている。
女性労働者はおよそ 6割を占め，そのうちの6割ほどがパートタイム労働に従事し
ている (EUROSTAT,op. cit., pp.192-194.）。
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あった(14)。ここから，ラージ・マルティプルにおける従業者構成比の顕著
な増加をうかがい知ることができる。
生協は，ここでも構成比を低下させている。これは，戦後一貰した傾向
であり，売上高シェアの滅少率と比べれば低いものの，この面でも生協の
地位の低下は否めない。
以上のことから，この期間の小売業全体の従業者数には大きな変化がみ
られないものの，ラージ・マルテイプルの構成比は上昇し，単独小売店の
それは低下しているという特徴がみられた。先の分析もふまえると，単独
小売店やスモール・マルティプルのような比較的小規模な小売業からラー
ジ・マルティプルのようなより大規模な小売業へと労働力の流動化がおこ
っていることを指摘することができる。
われわれは，これまでに1980年代以降のイギリスの小売商業構造の変遷
を大きく (1)企業数・店舗数，（ 2)小売売上高，（ 3)従業者数の 3つ
に分けてみてきた。小括すれば，つぎのようになろう。
全体としてみれば，企業数・店舗数ともに減少傾向にあった。単独小売
店やスモール・マルテイプルのような比較的小規模と考えられる小売業の
減少傾向とラージ・マルティプルのような比較的規模が大きいとみられる
小売業の増加傾向をそこにみることができた。小売売上高は，実質ではマ
イナスを記録した年もあるものの，名目では一貰して増加する傾向にあっ
た。業種別に売上高シェアをみると，単独小売店，スモール・マルティプ
ルの低下とラージ・マルティプルの拡大傾向が明らかになった。従業者数
は， 1980年代中葉から1990年にかけて増加傾向にあった。従業者数のシェ
アを業種別にみた場合，売上高の場合と同じく，単独小売店やスモール・
14) 1971年までの「流通センサス」では，独立小売商，ラージ・マルテイプル，生協
の各構成比が発表されていたため，前2者をあわせても100とはならない。それ以降
の「小売業調究」は，単独小売店，スモール・マルティプル，ラージ・マルティプ
ルのそれぞれにふくまれている生協の従業者構成比を別個に算出している。同じこ
とが，これまでみてきた業態別店舗数，売上話シェアについてもいえる。
今Hのイギリスの小売商業構造の変遷 (345) 89 
マルティプルの低下とラージ・マルティプルの拡大が確認された。以上の
ことから1980年代以降，イギリスにおいては小売業の企業数・店舗数は減
少傾向にあったものの，売上高や従業者数は概して増加したということが
できる。そのなかで，単独小売店やスモール・マルティプルの相対的地位
の低下と，それに比例したラージ・マルティプルの相対的地位の向上があ
ったということができる。
わが国の研究者によってもすでに指摘されているように， 1970年代まで
のイギリス小売業における大きな特徴は独立小売商の衰退であった(15)0 
1980年代をつうじて，その動きは継続している。このことにくわえて，ラ
ージ・マルティプルの売上高シェアの拡大にみられるように，一部の大手
小売業への売上高の集中が近年の大きな特徴としてあげられる。したがっ
て，つぎの課題は，イギリス小売業とりわけそのグロサリ一部門における
売上高集中の現状を確認し，その要因をさぐることにある。
3 1980年代のグロサリ一部門における上位集中
1980年代には，イギリスの小売業部門で，企業数，店舗数ともに年率で
およそ0.6％減少した。 1990年代に入ってからは，減少の一途をたどってお
り，その率も大きくなっている（表1参照）。そのようななかにあって，小
売業の各部門で売上高の集中が進んだ。グロサリー（食料品雑貨店）部門
が，そのもっとも顕著な部門である。
それでは，グロサリ一部門における売上高の上位集中の現状を分析し，
それをもたらした要因を析出してみよう。
15)独立（中小零細）小売商の衰退の要因について論及したわが国における研究成果
としては．以下のものを参照されたい。糸園辰雄，前掲論文．伊藤公一，前掲論文．
横森豊雄．前掲論文。
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(1)1980年代のグロサリ一部門における上位集中の概観
売上高別に分類した表9をみると，もっとも小さい売上高100万UKポン
ド未満のカテゴリーにいれられる企業は．全体の97.86％あり．店舗では
77.66％を占めているのにたいし，売上高では27.69％程度である。対照的
表 9 イギリス小売業の売上高規模別集中度
(1989年）
売上高別分類 企業 店舗 売上泣j
(100万UKポンド） ％ ％ ％ 
1未満 97.86 77.66 27.69 
1-10 1.95 6.28 8.53 
10-100 0.14 5.79 8.96 
100-500 0.03 5.46 13.68 
500超 0.01 4.81 41.13 
（出所） EUROSTAT, RETAILING IN THE 
EUROPEAN SINGLE MARKET 
1993, p.195より作成。
に， もっとも大きな売上高5億UKポンド以上のカテゴリーに入れられる
企業は0.01%，店舗でも4.81％しかないのにたいして，売上高では41.13%
を占めている。数のうえでは9割を超える中小零細企業が，売上高で3割
にも満たないのにたいして，わずか0.01％の大企業が売上高では 4割を超
えるといったように，少数の大企業への売上高の集中がここにみてとれる。
つぎに，業種別にみた売上高の集中度を1989年のデータからみてみよう
（図 1参照）。ここには，表4の業種別分類のうち各種商品小売業を除く 6
業種の売上高集中度が示されている。もっとも集中度が高いのは賃貸・修
理業で， 5大小売業グループで64.6%, 10大小売業グループでは68.6％を
占める。つぎに集中度が高いのは食料品小売業で，以下，衣服・靴・皮製
品小売業とつづく。いずれにせよ，ほとんどすべての業種において，売上
高の少なくとも20％から30％が， 5大小売業グループ， 10大小売業グルー
プによって占められているのである。
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図 1 イギリス小売業の業種別集中度 (1989年）
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（出所） EUROSTAT, op. cit., p.196より作成。
それでは最後に，グロサリ一部門における売上高の集中度を概観しよう。
グロサリーストアは1960年代にイギリスで登場した。 1970年代と1980年
代に大きく成長したが， とりわけ1980年代はイギリスのグロサリーストア
にとって「黄金時代」であったといわれている (16)0
イギリスのグロサリ一部門でも他の先進諸国と同じように，少数の巨大
企業と大多数の小規模な企業とに 2極分化している(17)。図 2から，業態別
にみた企業数の推移をみると，ラージ・マルテイプルは1988年までは減少
する傾向にあった。一方，単独小売店の企業数はそれほど変化していない。
このことから，業態別企業数のシェアは大きな変化をみせていないという
16) Neil Wrigley,'Retail concentration and the internationalization of British 
grocery retailing', in R. D. F. Bromley and C. J. Thomas (eds.), Retail Change, 
UCL Press, 1993, p.41. 
17) Clifford Guy, The Retail Development Process-Location, property and plan-
ning, 1994, Routledge, p.119. 
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図2 業態別にみた食料品小売企業数の推移
企業数
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（出所） CliffordGuy, The Retail Development Process-Location, property and plan-
ning, Routledge, 1994, p.120. 
ことができる。 しかしながら， 売上高シェアでみると傾向は一変する。図
3は， 1980年代の業態別にみた売上高シェアの推移を示している。企業数
図3 食料品小売売上高の業態別シェアの推移
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（出所）図2に同じ。
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では減少傾向にあったラージ・マルテイプルがシェアを着実に伸ばし，企
業数がほとんど変化しなかった単独小売店のシェアは低下している。さら
に，表10には店舗数で分類した1989年の集中度が示されている。企業数で
表10 食料品小売業の店舗数別集中度
(1989年）
店舗数別分類 企業 店舗 売上高
％ ％ ％ 
1店舗 90.60 68.2 17.3 
2-9店舗 9.12 18.2 6.7 
10-99店舗 0.25 5.4 13.1 
100-499店舗 0.02 3.0 39.2 
500店舗以上 0.01 5.2 23.7 
＾ ロ 計 100 100 100 （出所） CliffordGuy, op. cit., p.121より
作成。
0.01％を占めるにすぎない500店舗以上のマルティプルが，売上高で20％以
上を占めている。これを100店舗以上に拡大してみてみると， 0.03％の企業
が60％以上を占めるといったようなすさまじさである。
表11には， 1982年以降における 5大グロサリーストア (Sainsbury,
Tesco, Argyll Group, Asda, Dee Corporationのちの Gateway)の売
上高シェアの推移が示されている。 1982年には30％に届くか届かないかの
表1 イギリスの5大グロサリー企業の売上高シェアの推移
1982 1984 1988/89 1990 
％ ％ ％ ％ 
Sainsbury 9.5 11.6 14.5 16.3 
Tesco 8.7 11.9 14.8 15.7 
Argyll Group 3.8 5.1 9.7 11.2 
Asda 4.6 7.2 7.9 10.4 
Dee Corporation/Gateway 7.3 11.4 7.8 
（出所） R.D. F. Bromley and C. J. Thomas (eds.), Retail 
change, UCL Press, 1993, p.44より作成。
水準にあったものが，たった 2年後の1984年にはおよそ43％と10ポイント
以上シェアをあげ， 1990年には60％を超えている。 1992年12月8日付Sun-
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day Timesの「100大企業ランキング調査」では，グロサリ一部門最大手
のSainsburyは14位にランクされている(18)。これは10年前の51位からの大
躍進である。また，同調査では， Tescoが30位， ArgyllGroupが32位にラ
ンクされている。これらのデータからだけでも， 1980年代をつうじて大手
グロサリーストアによる市場支配が強まったことは明らかであろう。それ
ではつぎに，上記のような状況がなぜもたらされたのか，その要因をさぐ
ることにしよう。
(2)上位集中傾向を高めた要因
1980年代のイギリスの小売業は，名目売上高の一貫した増加にあらわれ
ているように．全体では良好なパフォーマンスを演じたといわれている。
この時期．大手小売業グループは売上高の急速な成長と高い純マージンを
記録した。このような結果は，信用により高められた消費の成長と概ね非
価格的な競争環境によってもたらされたといわれている(19)。しかしなが
ら．このような経済環境を示すだけでは，前述のような売上高集中の要因
を十分説明することはできない。
1980年代に．グロサリ一部門の売上高集中をもたらしたもっとも重要な
要因として．つぎのようなものが考えられる。外的要因として． 1979年5
月に成立した保守党のサッチャー政権 (1990年11月に同じ保守党のメージ
ャーに政権委譲）のもとでの大型店開発促進政策があげられる。内的要因
としては，大手グロサリーストアの合併・買収による資本の集中やスーパ
18) ibid., p.l. 
19) EUROST AT, op. cit., p.188. 
消費者信用は， 1984年の28億UKポンドから1988年には53億UKポンドヘと 5年
間でほぽ倍増した。また．消費の増加率は1989年には落ち込むものの． 1986年の10
％をピークに．総じて高い水準にあった (EUROMONITOR,RETAIL TRADE 
1989/90, p.6)。
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ーストアやハイパーマーケットといった大型店の新規出店の加速といった
2つがあげられよう。以下，それぞれについて順次みていくことにする。
まず，外的要因としてのサッチャー政権下での大型店開発促進政策につ
いてみてみよう (20)。
イギリスでは，市場競争原理を重視するという立場から，流通活動の内
面への介入が控えられてきた。ただし，大型店などの出店が無秩序に認め
られていたわけではない。それらは都市計画の面から規制されてきた。そ
の際，①既存の小売集積とその体系を維持する，②新たな小売集積形成の
場合も可能なかぎり一定の体系を形成する，といった小売立地政策にかん
する「伝統的な考え方」が考應された(21)0
そのような考え方を揺り動かしたのが，サッチャー政権のとった諸施策
である。 1979年5月に政権の座についたサッチャーは，経済の脱工業化お
よびサービス化を積極的に推し進めていった。同政権のもとで，さまざま
な規制が緩和されるなかにあって，大型店の開発促進的な政策がとられる
ようになった。 1980年に設けられた「都市開発公社」 (urbandevelopment 
corporations), 1980年， 1986年にそれぞれ設置された「企業地域」 (enter-
prise zones),「簡索計画地域」 (simplifiedplanning zones)などはすべて，
サッチャー政権における開発促進政策の一環である。さらに，サッチャー
は通達等によって，大型店の開発をいっそう促進するための諸施策を講じ
た。このように，大規模小売業とりわけ大手小売業にとっては「追い風」
となるような諸施策が，サッチャー政権のもとで展開されていくことにな
る。
つぎに，内的要因として大手小売業のとったさまざまな戦略についてみ
20)サッチャー政権下でとられた諸施策についてより詳しくは，拙稿「イギリスの小
売商業政策」加藤義忠•佐々木保幸・真部和義『小売商業政策の展開』同文舘， 1996
年4月， 230-236ページを参照されたい。
21)小売立地政策にかんする「伝統的考え方」 1こついては，伊藤公一「イギリスにお
ける小売立地政策」大内秀明・清成忠男・伊藤公ー・前田 壽・樋口兼次•五卜嵐
敬喜『まちづくりのシナリオ』日本経済評論社， 1994年10月に詳しい。
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てみよう。 C.Guyは，市場シェアを高めるための手段として，他社の買収，
既存店における売上高の拡大，新規店舗出店の 3つを提示している(22)。こ
のうち，他社の買収と新規店舗出店とが， 1980年代の売上高上位集中の進
展と密接に関連すると考えられるので，以下ではこの 2つについてみてい
くことにしたい。
第1の手段としての他社の買収は，この時期活発化した。小売業全体で
みれば， 1983年には 3億4,000万UKポンドであったのが， 1987年には31億
6,700万UKポンド， 1988年18億1,700万UKポンドとピークの水準に達し
た(23)。1988年は，前年10月のブラック・マンデーの影響が残り，前年比で
40％減と大きく落ち込みを記録したが，この 2年だけで約50億UKポンド
という金額の多さである。グロサリ一部門においても，とりわけ1990年時
点で同部門第 5位の Dee Corporations（のちのGateway,現在の Isos-
celes)や同第 3位の ArgyllGroupによって積極的に行われた。他の大手
グロサリーストアも，上記2社ほどではないにしても，このような流れに
追随した。
しかしながら，なぜこの時期に企業合併・買収が活発化したのかという
疑問が残る。これを解明しないことには，売上高上位集中の真の要因を分
析したことにはならない。これを解く鍵の 1つは，イギリスの競争政策に
あるように思われる。イギリスの合併規制は， 1973年の「公正取引法」を
甚本法とし，「公共の利益」に反するか，あるいは反するおそれがあると認
められた場合のみ，行政手続きがとられるという「弊害規制主義」が採用
されている(24)。規模およぴ範囲の経済を追求したサッチャー政権において
は，より大きな小売企業の出現は「公共の利益」につながるという認識が
22) Clifford Guy, op. cit., pp.122-123. 
23) EUROMONITOR, op. cit., p.8. 
24)萩原 稔『欧米諸国にみる競争政策の理論と実際（増補版）』同友館， 1993年， 259
ページ。イギリスの合併規制についての記述は，これにしたがう。なお，イギリス
の競争政策全般については，同上書，第10章「イギリスの競争政策」を参照された
し9
゜
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強まり，企業の合併・買収を促進したように思われる。
第2の手段としての新規出店については，大手小売業は積極的に出店活
動に動いた(25)。それだけでなく，その規模についても大規模化の一途をた
どった。このような動きは，先にも述べたサッチャー政権のもとでの大型
店開発促進政策と大いにかかわっている。 1980年代，マルテイプル・グロ
サリーストア（食料品雑貨店チェーン）は，スーパーストア，ハイパーマ
ーケットといった中・大規模な店舗の展開を積極的に推し進めた（図4参
照）。サッチャー政権成立までは，年間出店数が20店を超えたのはまれであ
図4 ハイパーマーケットとスーパーストアの新規出店数の推移
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（出所） CliffordGuy, op. cit., p.131. 
ったのが，政権成立後から徐々に増加し始め， 1980年代後半以降の増加ぶ
りには目を見張るものがある（ピークの1989年には，年間出店数は80を超
えている）。中・大型店の出店攻勢が1980年代にいかに激しかったかは，図
25)この期についてのデータは人手できなかったが， 1991年に， Tescoの売上高は前
年比で17.5％増となった。そのうちおよそ半分 (8.5%）が新設店舗からのものであ
り，このことから，大手小売業各社による積極的な新規出店が，それらの売上高シ
ェアの拡大に大きく貢献したことは明らかである (CliffordGuy, op. cit., p.124.）。
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5から確認できる。図 5は， 1980年から1988年までのグロサリーストアの
35 
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図5 グロサリーストアの店舗面積別構成比の推移
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（出刃r)Clifford Guy, op. cit., p.125. 
店舗面積別構成比の推移をあらわしているが， 1980年と1988年では，相違
がはっきりと映し出されている。 2,000f仔未満の小規模店のシェアは，およ
そ3分の 1に低落している。かわって，それ以上の面梢の店舗とりわけ 1
万f仔以上の店舗のシェアが高まっている。 1980年代後半にかけて，店舗が
より大型化していっているのはシェアの推移をみれば明らかであろうし，
この動きは図 4にあるような流れを反映した動きでもある(26)。新規出店の
増加とその大規模化は政府の施策にくわえて，ワンストップ・ショッピン
グヘの適応など消費者の買い物慣行の変化や自動車保有率の増加といった
消費者ニーズ等によって引き起こされたといえよう。
その他， さまざまな要因が考えられるが， ともあれ，ここで検討した外
的・内的要因が交錯することによって，グロサリ一部門における売上高の
26) 1993年春までに SainsburyとTescoの全床面積のおよそ 4分の 1が，過去3年以
内に新設された店舗で占められるようになり，注(25)でみた点から判断しても，こ
こでの分析時点以降のさらなる売上高の集中を予測することができる (ibid.）。
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上位集中がもたらされたと考えることができる。
4 おわりに
以上， 1980年代以降のイギリスの小売商業構造の変遷を概観した。そこ
にあらわれたのは，全体としての店舗数の減少傾向と売上高の顕著な拡大
であった。業態別にみた場合，単独小売店やスモール・マルテイプルとい
った独立小売商の店舗数の減少と売上高シェアの著しい低下，ラージ・マ
ルティプルのような大規模小売業の売上高シェアの拡大がそれぞれ確認さ
れた。この動きに端的に示されているように， 1980年代，イギリスのほと
んどの小売業部門で売上高の集中が進んだ。このことをより具体的に検討
するためにとりあげたのが，グロサリ一部門である。グロサリ一部門にお
ける売上高の上位集中は拡大基調にあるが，その要因を外的要因と内的要
因の2つに分けて検討した。外的要因，内的要因といっても，さまざまな
ものが考えられるが， もっとも重要だと考えられる要因として，前者につ
いてはサッチャー政権下の大型店開発促進政策，後者については大手グロ
サリーストアによる企業買収，新規出店とりわけ大型店の出店の積極化を
とりあげた。結局のところ， 1980年代の売上高集中は，大型店の開発を促
進するといった政府による政策を後ろだてとして，大手グロサリーストア
が積極的に企業合併・買収や新規出店を展開した結果と考えられる。
イギリスでは，営業時間規制政策までもが現在緩和される方向にあり，
この面では大型店にとっていっそうの追い風となりつつある。しかしなが
ら，大型店のオーバー・プレゼンスが「弊害」としてとらえられるように
なれば，「公共の利益」を考慮して，いずれは大手小売業の行動を規制する
施策がとられることになろう。
